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３－２－４　施工計画／調達計画

３－２－４－１　施工方針／調達方針

本施設計画策が決定し、両国間で無償資金協力にかかる交換公文が締結された後、選定さ

れたコンサルタントはモルディヴ国政府と設計監理契約を結び、基本設計方針に基づいて

実施設計、入札、工事契約業務を行う。施工に関しては、モルディヴ国政府と詳細な討議

及び意見調整を十分に行い、両国負担工事の着工が遅滞なく行われ、円滑な建設が行われ

るよう監理を行う。本施設の建設着工にあたり、工事用仮設電力はディーゼル発電機を使

用するが、モルディヴ国側負担範囲の本設用電力、電話等の供給は本施設の工事完成前に

確実に接続され、円滑に施設が運転されるものとする。また建設資材の簡素化及び材料の

統一をはかり、第三国よりの資材調達を迅速に処理するとともに、資材の現場到着迄と工

事工程の調整や、専門技能工の適切な派遣時期を考慮するなど、待機、手戻りの少ない工

程計画を策定し、予定期間内にバランスよく資材、人材を投入する。

本プロジェクトを実施するための施工計画を以下の原則と方針に従って策定する。

（１）本プロジェクト実施上の原則

日本国の閣議において本プロジェクトが承認され、両国の間で実施に関する交換公文が締

結された場合、本プロジェクトは以下の原則のもとに実施される。

１） 本プロジェクトは日本国民の税金を原資とし、日本国の予算制度の下で実施される。

２）モルディヴ国政府は本プロジェクトの実施にあたり、日本国法人コンサルタントと契

約し、本基本設計調査の結果に基づいて実施設計、業者選定補助業務及び施工監理を

委託する。

３）モルディヴ国政府は上記コンサルタントの協力の下で事前資格審査付き一般競争入札

を行って日本法人建設会社を選定し、同社と一括請負契約を締結して本プロジェクト

施設の建設を委託する。

（２）施工計画策定の基本方針

１）現地の建設事情を反映した効率的な事業の実施、並びに建設技術の移転を図るため、

現地の建築事情や調達事情に明るいローカルコンサルタント並びにコントラクターを

最大限活用する。

２）施工現場における安全管理、品質管理、並びに工程管理を徹底し、これらに関して日

本法人建設会社が持つ技術を最大限に移転する。



3-39

３）工事全般にわたり建設現場内の安全維持、盗難防止に対する配慮が必要である。

４）施工にあたっては、現地の施工業者との協調が建設工事の成功に不可欠であり、元請

と現地下請との役割分担の明確化と適切な人員配置に留意し、スムーズな監理が行わ

れるような組織体制を組む。

３－２－４－２　施工上／調達上の留意事項

モルディヴ国側の負担工事の確実な実施が、本プロジェクトの円滑な実施には不可欠で

ある。モルディヴ国側により遅滞なく建設予定地の盛り土・整地作業が行われるよう、

モルディヴ国側の実務担当者及び日本側担当者の間で、詳細な工程を検討する。

また資材の調達、現場搬入時期の設定を行うこと、また第三国からの調達資材の現場搬入

までの期間等を十分考慮し、後戻りのない工程を設定し、早期完成を目指すことが必要で

ある。資機材置場及び仮設事務所の用地としては、計画地に隣接する空地またはその代替

地を確保する必要がある。

３－２－４－３　施工区分／調達・据付区分

以下の事項は日本国の無償資金協力の原則に従い、受益国の負担で行われる。

（１） 既存校舎の補強及び補修、並びに新校舎へ移転後の既存建物の撤去

既存施設は現状のままでは危険であり、本プロジェクト竣工まで使用し続けるためには

補修・補強工事を行うことが必要条件である。また、補強を行っても竣工後、長期の使用

には耐えられないと判断されるため、新校舎引き渡しと同時に建物を撤去することが不可

欠である。これらの工事はモルディヴ国側の負担において実施される。

（２）敷地の確保と盛り土・整地

モルディヴ国側の負担で用意された敷地には、工事着工に先立ち盛り土・整地が必要とな

る。マレは海抜が低く、過去に高潮等の影響により幾度となく洪水の被害に見舞われてい

るため、本計画施設の洪水による被害を避ける目的で、計画地には盛り土を行い、整地し

た上で建設を行う必要がある。無償資金協力の原則に従い、盛り土及び整地はモルディヴ

国の負担において実施される。
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（３）外構工事

１）敷地の道路境界線沿いと敷地境界線沿いの塀、及び門扉は、無償資金協力の原則に従

いモルディヴ国側の負担工事とする。

２）植裁並びに花壇等の造園工事はモルディヴ国側の負担工事とする。

３）敷地内の外構の舗装は、モルディヴ国側の負担工事とする。

（４）敷地へのインフラストラクチャーの引き込み

敷地への電力・水道・下水・電話等、インフラの引き込みは全てモルディヴ国側の負担で

行われる。

１）電力

日本側は道路沿いの敷地内に引き込み、柱を建て幹線ケーブルを配線する。モルディ

ヴ国側は敷地外の配線並びに電力メーターの設置を行い、当該ケーブルを電力メータ

ーへ接続する。

２）電話

日本側は建物内の空配管のみ行う。敷地外から建物への配線・接続、電話交換機の設

置、建物内の通線及び電話機の設置はモルディヴ国側の負担で行う。

３）水道

日本側は道路沿い敷地内に止水栓を設け敷地内配管に接続する。モルディヴ国側は敷

地外配管並びに当該止水栓への水道管の接続を行う。

４）下水

日本側は東側と南側の道路沿いの敷地内に各１ヶ所、計２ヶ所の最終枡を設ける。

モルディヴ国側は敷地外配管並びに当該最終枡への下水管の接続を行う。

（５）資材置場、現場事務所用敷地の確保

建設期間中の資材置場、現場事務所用の敷地については計画地内に確保することが不可能

であり、モルディヴ国側負担にて計画地に隣接する空地または代替地を用意する。

（６） 井戸掘削工事

各便所のフラッシュに使用する地下水を確保するための敷地内の井戸掘削はモルディヴ国

側負担工事とする。
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（７） 火災報知機器の調達、及び通線・機器の設置工事

火災報知設備については日本国側で空配管のみを行い、その後の機器の調達、及び通線・

機器の設置工事はモルディヴ国側の負担とする。また、設置が指導されている消火器・消

火ブランケットについてもモルディヴ国側の負担とする。

（８） 計画機材以外の家具・備品類の調達

本プロジェクトは既存校の改築計画であるため、既存校の多くの家具や備品類の転用が可

能である。従って、本プロジェクトに含まれる黒板などの基本的な機材を除き、追加する

必要のある家具・備品類の調達はモルディヴ国側の負担とする。

３－２－４－４　施工監理計画／調達監理計画

本プロジェクトはモルディヴ国の特殊条件下、延べ床面積 5,404.43㎡、コンクリート造 4
階建ての建物を、日本国の予算制度の下で実施するものであり、その建設工期は決して余

裕があるわけではない。実施機関への密接な報告と打ち合わせや施工者への適時的な指

導・指示等、施工監理が適切に行われる必要がある。そこで本プロジェクトでは以下に述

べるような一般監理と常駐監理の２本立てで監理を行うこととする。

（１） 一般監理

１）主な業務内容

コンサルタント業務に関する全体工程の監理、総合的技術判断、常駐監理者の専門以

外の領域についての技術的判断・指導、及び JICA本部への定期報告を行う。
２）監理体制

基本設計から携わっているプロジェクトマネージャーの総括の下に、実施設計に携わ

る技術者が担当する。

（２）常駐監理

１）主な業務内容

日常の工程監理、施工図の検討・指導、一般技術指導、施主への随時報告、管轄の JICA・
大使館への定期報告、中間検査並びに竣工検査の実施、監理報告書の作成等を行う。

２）監理体制

実施設計に携わる日本人技術者の中から選定される技術者がマレに常駐し、現地コン
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サルタントの協力の下で常駐監理にあたる。

３－２－４－５　資機材等調達計画

既に述べたように、モルディヴ国では建設資機材のほとんどを輸入に依存せざるを得ない

のが実情であり、本計画で必要とされる資機材のほとんども外国からの輸入調達となる。

基本的には、それらの資機材は施工業者が自ら手配し、直接、シンガポール等から調達す

る必要がある。しかし、近年、以前よりシンガポールとの定期輸送船で食料などの生活必

需品などを輸入している現地の貿易会社 STO (State Trading Organization　Limited)等 の
供給能力が増大し、セメント、骨材などのコンクリート用材や一部の仕上げ材については

安定して入手することが可能になってきている。しかも、STOの生産国からの大量買付け
により、直接買付け価格より廉価で入手することができる。

建設資機材の選定にあたっては価格面での比較検討を優先するが、最終的には製品の品

質や供給能力、限られた工期の中での納期の信頼性、及び将来的な維持管理を考慮し、

調達先と共にその選定を行う。

現地調査時に実施した建設資機材調査に基づき、本計画施設で使用する資機材の調達先を

以下の〔主要資機材調達先一覧表〕に示す。
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○：主要調達地　　◇：代替調達地

表3-9　〔主要資機材調達先一覧表〕

備　　　　　　　　考

自国 輸入 （生産国名） （ 現 地 に お け る 流 通 状 況 ）

□ 建築工事資材

1. ポルトランドセメント ○ ◇ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 市場流通品にて、質・量とも問題ない。

2. 耐硫酸鉛セメント混和剤 　 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品がないためｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・インドから調達。

3. コンクリート用骨材 ○ ◇ ｲﾝﾄﾞ 市場流通品にて、質・量とも問題ない。

4. 異形鉄筋 ◇ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 大量調達の場合市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

5. 鉄骨鋼材  ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品は材種が少ないため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

6. 型枠用材  ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱから調達。

7. 壁用ｺﾝｸﾘｰﾄブロック（塗り下地用） ○ 　 　 市場流通品にて質・量と問題ない。

8. 木材（構造材及び造作材） ◇ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 大量調達の場合市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

9. 陶器質タイル材 ◇ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 大量調達の場合市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

10. アルミニュウム製建具 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

11. 木製建具 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

12. 金属金物類 ◇ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 大量調達の場合市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

13. ガラス類 ◇ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 大量調達の場合市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

14. 塗装用材 ◇ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 大量調達の場合市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

15. 防水用材 ◇ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 大量調達の場合市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

16. 屋根用金属板  ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

17. 断熱材 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

□ 電気設備工事資材

1. 配電盤類 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

2. 電線･ケーブル ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

3. コンジットパイプ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

4. 照明器具（一般器具） ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

5. 弱電機器（通信機材） ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

□ 給排水衛生設備工事資材

1. 亜鉛メッキ鋼管等管材 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

2. バルブ・配管付属金物 　 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

3. ポンプ ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

4. 衛生陶器類 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

□ 空調・換気設備工事材

1. ダクト材 ○ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 市場流通品が少量のため、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから調達。

調　　達 　 地
資　　機　　材　　名　　称



3-44

３－２－４－６　実施工程

本プロジェクトは、以下に示す工程に従い単年度で実施する。

表３－１０　実施工程

準備工事

土工事・基礎工事

躯体工事

現地作業      現地作業

国内設計作業

国内入札作業

実
　
施
　
設
　
計

施
　
工
　

（
建
設
工
事

）

9 101 2 3 4

設備・内外装工事

外構工事

検査・引渡

11 125 6 7 8
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３－３　相手国側分担事業の概要

日本国の無償資金協力は自助努力による開発への支援を目的にしており、この方針に基づ

き日本国政府は受益国側にも応分の負担を設けている。この原則は世界中の全ての受益国

に対し、平等に適用されている。従って、日本国政府が本プロジェクトの実施を決定した

場合、モルディヴ国側は以下の措置を講じなければならない。

１） 本プロジェクトに必要な資料・情報を日本側に提供すること

２） 本プロジェクトに必要な土地を用意し、教育省が建物を建設する権利を確保すること

３）既存建物の補修・補強を行い、本プロジェクトで建設された施設の引き渡し後に安全

のため既存施設を撤去すること

４）本プロジェクトの実施に先立ち、盛り土、整地を行うこと

５）完成後施設に必要な造園、塀、その他付属的な外構工事を実施すること

６）完成後の施設に必要な電力供給、水道、電話、排水その他付随的設備の敷地内への引

き込みと接続及び井戸掘削工事を行うこと

７）完成後の施設に必要な火災報知機器の調達及び通線・機器の設置工事を行うこと

８）本プロジェクトに含まれる基本的な機材を除き、完成後の施設に追加する必要がある

家具・備品類の調達を行うこと

９）無償資金協力によって建設される建物の適正な運営・維持管理のための人員と予算を

確保すること

１０）日本にある銀行との銀行取り決めに基づき支払い授権書にかかる通知手数料、及び

支払手数料を負担すること

１１）無償資金協力の下で購入する資機材の速やかな陸揚げ、税金の免除、陸揚げ港にお

ける通関、及び速やかな内陸輸送を保証すること

１２）認証された契約の下での物品及び役務の提供に関し、本プロジェクトに携わる日本
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人、または個人に対してモルディヴ国内で課される関税、国内税、及びその他課税

を免除すること

１３）認証された契約の下での物品及び役務の提供に関し、日本国民がモルディヴ国側の

領域内に入国し、滞在する場合に必要な便宜を与えること。

１４）本プロジェクトの下で建設される施設を教育省の管轄の下に適正かつ効果的に使用

し維持すること

１５）建設期間中必要となる資材置場、現場事務所用地、可能な限り計画敷地に近い場所

に確保し、これを工事期間中に渡り無償で工事請負業者に貸与すること

１６）本プロジェクトのために必要な場合は、必要な許可、承諾、権限を与えること

１７）本プロジェクトの範囲内で日本の無償資金協力によって負担される費用以外の全て

の費用を負担すること（盛り土・整地、インフラの引き込み・接続工事、建設許可

申請費用など）

１８）建設工事に先立ち、コンサルタントの協力の下に各種許認可を取得すること、及び

工事完了や使用開始にあたっての当局の許可が必要な場合はそれを取得すること

１９）本プロジェクトの促進のためにコンサルタントが便宜的、決定、判断等を要請する

場合は速やかに対応すること
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３－４　プロジェクトの運営・維持管理計画

３－４－１　運営・維持管理計画

（１） 運営計画

現在、プロジェクト対象校では、使用可能な普通教室が 25教室に対し、クラス数が 48、全
体の教職員数が 96名で運営されているが、新校舎においては普通教室数の増加に伴って、
クラス数及び必要教職員数も増加する。本プロジェクトの実施により普通教室が 35教室と
なり、2部制の下で 1教室当たり 30名の生徒数を条件に授業を実施した場合、収容可能生
徒数は 2,100名となる。プロジェクト対象校において生徒数が 2,100人となった場合の必
要教職員数を下表に示すが、教員 28名、その他の教職員 8名程度の増員が必要になると考
えられる。

モルディヴ国では、各学校が翌年の予測生徒数をもとに必要教職員数を算出し、過不足が

ある場合には教育省にその旨を申請した上で充填する仕組みになっており、通常、申請し

た通りに教職員が配置される。特に、地方の離島に比べ赴任希望者の多いマレの公立校に

おいては教職員不足が問題になることはなく、本プロジェクト対象校で新たな教職員需要

が生じても、十分に対応は可能であると判断される。

表３－１１　対象校の必要教職員数比較表

2002年 計画実施後 増員数 備考
①　一般事務職員 74 74 0 生徒数に拘らず一定
②　教職員合計 96 132 36
　　教員 Gr. 1-5 47 66 19 生徒数の増加に伴う
　　教員 Gr. 6,7 23 32 9 同上
　　補助教員 7 10 3 同上
　　体育ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ 2 2 0 午前・午後シフトに各 1名
　　カウンセラー 2 2 0 同上
　　図書館司書 2 2 0 同上
　　保健補助員 2 2 0 同上
　　スーパーバイザー 8 13 5 生徒数 500名につき 3名
　　副校長 2 2 0 午前・午後シフトに各 1名
　　校長 1 1 0 各学校に 1名
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表３－１２　プロジェクト実施後の対象校必要教員数

（２） 維持管理計画

教育施設の維持管理は教育省の管轄下で各学校が行っている。プロジェクト対象校におけ

る維持管理体制は、最高責任者が校長（Principal）、現場責任者が副事務長 (Assistant
Administrator)で、その下にメンテナンス担当官、又その下に清掃作業を主に担当する作業
員が配されている。施設の修理・補修については、小規模なものはメンテナンス担当者が

行い、大規模なものは外部の民間委託業者が行う体制になっている。清掃については、現

在、36 名（バングラデシュ人男性 2 名、モルディヴ人女性 34 名）の清掃人が３シフト制
（6:50―13:30 ／14:50―18:30／17:30―作業終了まで）で作業を行っている。各担当とも
作業割り当てが明確になされており、維持管理体制は十分に確立している。

本プロジェクトは、普通教室数が増加し特別教室が新設されるものの、基本的には既存校

舎の改築計画であり、新たな維持管理体制の確立やそのための予算及び人員の確保も特に

必要なく、既存の体制で新校舎の維持管理を行うことは十分に可能である。なお、過去の

無償資金協力により建設されたマレ第４小学校（カラファヌ小学校）では、清掃人が施設

や家具の損傷を引き起こす塩水での拭き掃除を行ったことがあり、本プロジェクトの実施

に際しては適切な維持管理方法を策定し提案する必要がある。

低学年必要教員数

コーラン イスラム ﾃﾞｨｳﾞｪﾋ 英語 算数 環境 芸術 体育 音楽

2 3 5 8 6 6 2 2 1
Grade 1 300 10 20 30 - - - - - - 10
Grade 2 300 10 20 30 - - - - - - 10
Grade 3 300 10 20 30 50 - - - - - 10
Grade 4 300 10 20 30 50 - - - - - 10
Grade 5 300 10 20 30 50 - - - - - 10

小計 1500 50 100 150 150 　 　 50 合計

50 4 5 5 　 　 2 66

高学年必要教員数

イスラム ﾃﾞｨｳﾞｪﾋ 英語 数学 社会 理科 芸術 体育 音楽

5 6 8 7 5 5 2 2 1
Grade 6 300 10 50 60 80 70 50 50 20 20 10
Grade 7 300 10 50 60 80 70 50 50 20 20 10

小計 600 20 100 120 160 140 100 100 40 40 20 合計

- 4 4 6 5 4 4 2 2 1 32必要教員数

コマ数／週

コマ数／週

必要教員数

学年 生徒数 クラス数

学年 生徒数 クラス数
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３－４－２　運営・維持管理費

本プロジェクトは既存校舎の改築であるため、追加的に必要となる予算は維持管理費にお

いてはほとんどなく、運営費に関しては施設規模の拡大に対する増加分が新たに必要とな

る。各費目は以下のように算出できる。

（１）運営費

１） 人件費

本プロジェクト実施に伴い、36 名の教職員が新たに必要となるが、モルディヴ国の教
育省支出のうち教職員給与が含まれるリカレント・コストは、1996年から 2000年の 5
年間の実績でも着実な伸びを示しており、過去においても教職員配置に関しての問題が

生じていないことから、本プロジェクト実施に伴う新たな教職員の配置に問題はない。

２）雑費

マレの公立校では、維持管理費や人件費の他、交通費、消耗品・光熱費、通信費、補助

金・広報費が運営費として年間の予算に計上されている。これらの雑費は、本プロジェ

クトの実施により施設の規模が拡大し生徒数が増加するため、増額が必要になると考え

られる。しかし、その額は学校の全体支出に占める割合が小さく、ほとんどが生徒数増

加分に対する増額であることから、上記のリカレント・コストからの支出は十分に可能

であると判断される。

（２）維持管理費

プロジェクト対象校の維持管理費は下表のとおり、全体支出に対して毎年 6.4%の割合で確
保されており、本プロジェクトにおけるコンポーネントの増加に伴う維持管理費の増額も

小さいことから、改築後も既存体制のまま維持管理を行うことに問題はない。また、大規

模な修理のために外注が必要となった場合にも、教育省を通じて追加の予算措置を講ずる

ことが可能である。

表３－１３　対象校の全体支出と維持管理費（年間）

（単位：ルフィア）

2000年 2001年（承認分） 2002年（推定）
全体支出 6,716,604 7,382,265 8,901,749
維持管理費 430,207 472,600 574,650
全体に占める割合 6.4% 6.4% 6.4%



3-50

３－５　プロジェクトの概算事業費

３－５－１　協力対象事業の概算事業費

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、6.02 億円となり、先に述べた
日本とモルディヴ国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（３）に示す積算条件

によれば、次のとおりと見積もられる。

（１）日本側負担経費　　　　　　　　　　　5.59億円

①建設費

ア． 直接工事費　　　　　　　　3.48億円
イ． 間接工事費　　　　　　　　1.03億円
ウ． 一般管理費　　　　　　　　0.37億円

②設計・監理費　　　　　　　　　　0.71億円
　　　　　

（２）モルディヴ国側負担経費 3,571,400ﾙﾌｨｱ （約 36.1百万円）

①既存校舎補強・補修費 120,000ﾙﾌｨｱ （約 1.2百万円）
②既存校舎撤去 1,200,000ﾙﾌｨｱ （約 12.1百万円）
③盛り土・整地等 187,500ﾙﾌｨｱ （約 1.9百万円）
④インフラ引き込み費 24,900ﾙﾌｨｱ （約 0.3百万円）
⑤外構工事（門、塀等） 208,000ﾙﾌｨｱ （約 2.1百万円）
⑥家具・備品購入費 683,000ﾙﾌｨｱ （約 6.9百万円）
⑦井戸掘削費 48,000ﾙﾌｨｱ （約 0.5百万円）
⑧火災報知器設置費 1,100,000ﾙﾌｨｱ （約 11.1百万円）

（３）積算条件
① 積算時点 平成 14年 2月
② 為替交換レート 米ドル対日本円：　　   1US＄＝126.81円

　シンガポール・ドル対日本円：　   1S＄＝70.12円
現地通貨(ルフィア)対日本円： 1MRf＝10.12円

③ 施工期間 12ヶ月
④ その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、

実施されるものとする。
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３－５－２　運営・維持管理費

本計画の実施により１年生から７年生までを含んだ 35普通教室規模の小学校が建設される。
この学校を適正に運営・維持管理するのに必要となる 1 年間の経費は、他校の運営状況か
ら下表の通り約 1,106万ルフィアと試算されるが、既存校の現状から見て、新校舎建設後
も予算措置上の問題点は特に無いと考えられる。

表３－１４　運営・維持管理費

費目 細目
金額

（ルフィア）
       算定根拠      ※

運営費
人件費 教職員給与 8,400,0004,000Mrf×2,100名
交通費 国内交通費、海外渡航費 35,700 17Mrf×2,100名
消耗品・光熱費 事務用品、電気代、水道代 903,000 430Mrf×2,100名
通信費 電話、郵便等 777,000 370Mrf×2,100名
補助金・広報費 学校案内、パンフレット等 231,000 110Mrf×2,100名
維持管理費
施設維持・補修費 清掃・補修用資機材等 714,000 340Mrf×2,100名

合計 11,060,700

※計画対象校における 2001年度予算より、既存生徒数の頭割りにて算出。
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第４章プロジェクトの妥当性の検証

４－１　プロジェクトの効果

（１）直接効果

① 安全な学習環境の確保

本プロジェクト対象校の既存校舎は、不適切な施工に起因する構造的欠陥により、主要構

造部のクラックやコンクリート材が剥離落下するなど危険な状態にある。また、既存施設

の構造耐力診断の結果、破損・欠陥個所の補修及び補強工事により数年間の使用は可能と

判断されるものの、長期的な施設の使用は不可能と判断される。従って、本プロジェクト

により既存校舎が改築されることにより、本プロジェクト対象校に就学する生徒 2,100人
に対し、安全な学習環境が確保されることとなる。

② マレ島公立小学校への就学アクセスの改善

マレ島の公立小学校では、学校施設のキャパシティ不足を理由として 2 年生以上の生徒に
対し編入制限を実施している。このため、2年生以上の生徒が離島の小学校からマレ島の小
学校に編入する場合、コミュニティ・スクール又は私立学校への就学を余儀なくされる。

しかし、公立小学校は無償であるのに対し、コミュニティ・スクール及び私立学校は学費

を徴収している。また基本的にコミュニティ・スクールや私立学校は幼稚園や中等教育に

重点を置いており、その教育環境は運営面や施設面の点から一般に公立小学校より劣ると

言われている。

本プロジェクトの実施により既存の 25教室に対し 35教室が建設され、2部制のもとで 600
人分の生徒収容力が増加し編入制限が緩和されることで、マレ島の公立小学校生徒数のマ

レ初等教育全生徒数に対する割合は現在の 72.8％から 77.3％へと増加し、公立小学校への
就学アクセスが改善される。

③ 適切な理科授業の実施

2000年を目処としたモルディヴ国の初等教育期間の延長政策により、マレの各公立小学校
では従来の 5 年制から段階的に 7 年制へと移行している。本プロジェクト対象校において
は、2002年度より 7年制が開始されるが、既存学校施設には高学年（6、7年生）の授業に
必要な理科室が設置されていないため、カリキュラムに則った理科実験等の授業実施が困

難な状況にある。本プロジェクトにより理科室が新たに整備されることにより、本プロジ

ェクト対象校の児童に対し、適切な理科授業の実施が可能となる。
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表４－１　既存校の現状とプロジェクトの直接効果
現状と問題点 本計画での対策 計画の効果・改善程度

不適切な施工に起因する構造
的欠陥のため、既存施設は危険
な状態にあり、補修・補強をし
た場合でも数年しか校舎が使
用できない。

既存校舎を改築する。 安全且つ恒久的な学習環境が
提供される。

既存施設が初等教育 7 年制に
対応していないため、高学年に
おいて適正な授業が実施でき
ない。

既存施設に不足していた特別
教室等を整備する。

カリキュラムに則り、理科実験
や視聴覚授業など、適切な授業
が実施される。

公立小学校の施設キャパシテ
ィの問題から、2年生以上の生
徒に対しては編入制限がとら
れており、学費、教育の質等の
公正性が確保されない。

教室数を既存の 25 教室から
35教室に拡大する。

10 教室が拡大されることによ
り、2部制のもとで 600人の編
入希望者を新たに受け入れる
ことが可能となる。

（２）間接効果

① 地域社会への裨益効果

マレ島は敷地が狭小であるため地域住民が利用できる公共施設が少なく、このため島内の

公立小学校では授業時間以外に体育館や校庭などの学校施設を一般に開放している。本プ

ロジェクト施設も一般に開放されることにより、地域住民に対しスポーツや社会活動の場

が提供されるといった間接効果が期待できる。

４－２　課題・提言

① 既存校舎補強工事の実施

本プロジェクトでは、危険な状態にある既存校舎の代替え施設の確保が困難であるため、

破損・欠陥個所に対し補修・補強工事を実施してプロジェクト施設完工まで継続使用する

ことを前提としている。このため、本プロジェクト開始に先立ち、モルディヴ国側により

適切な補修・補強工事が遅滞なく実施され、生徒の安全が確保されることは必要不可欠で

ある。

② 施設拡張に伴う適切な資機材の整備

本プロジェクトにおいては、日本国側は施設建設を行い、家具及び機材の整備はモルディ

ヴ国側の負担事業となる。本プロジェクトは既存校の改築であるため、基本的に家具及び

機材については既存校のものを転用するが、普通教室数の増加や理科実験室の新設といっ
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た施設の拡張に伴い、新たな家具及び機材の整備が必要となる。これらの家具・機材が施

設完了後速やかに整備され、円滑な新校舎の運営が開始されることが期待される。

③ 防災設備の設置

本プロジェクト施設には、モルディヴ国の法規制により火災報知器や消火器といった防災

設備の設置が義務づけられており、施設の使用を開始するためには、防災設備の設置が完

了し、施設使用許可の取得が必須となる。本プロジェクトでは、防災設備の多くはモルデ

ィヴ国の負担工事となっている。このため、モルディヴ側による適切な予算措置が望まれ

ると共に、施工完了後速やかに施設の使用を開始するため、日本側の施工期間中にモルデ

ィヴ側工事も同時に進行するなど両国負担工事の連携が重要である。

④ 適正な通学区の設定と生徒配置

本プロジェクトにおいては、プロジェクト対象校の改築を通じマレ島公立小学校全体の施

設キャパシティ拡大をすることで、2年生以上の生徒の編入制限を緩和し、就学アクセスが
改善されることを目標としている。また、こうした効果を最大限発揮するためには、各公

立学校の生徒数を適切に分配し、効率的に施設を活用することが重要である。各公立学校

の生徒数は、教育省が定める通学区内の児童数によって決まるため、教育省は学区内児童

数を正確に把握し、各公立小学校の生徒数が適切かつ最大に確保されるよう、適宜通学区

の見直しを行うことが必須となる。また、本プロジェクト完了後速やかに 2 年生以上の編
入希望者が公立小学校に就学できるよう、早急な編入制限緩和措置の施行が望まれる。

４－３　プロジェクトの妥当性

本プロジェクトは４－１に記した効果が期待でき、また以下の理由により我が国の無償資

金協力による協力対象事業の実施が妥当であると判断される。

① プロジェクトの裨益対象が、マレの小学校児童及び教員といった一般国民であり、かつ

モルディヴ国において最も人口過密の顕著なマレ島を対象地域としている。

② 本プロジェクトの実施により、公正な教育アクセスの改善を目的としており、BHN、
教育及び人造りといった我が国の無償資金協力の目的に合致する。

③ プロジェクト対象が既存校の改築であることから、モルディヴ国独自の資金と人材・技

術により施設の運営・維持管理が可能である。

④ 本プロジェクトの内容が、モルディヴ国における短期・中期国家開発計画である「第６

次国家開発計画」に記された「すべての学校に対して基本的な施設、備品、教育機材の

供給を行う」という開発目標と一致する。
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⑤ 本プロジェクトは、長期的かつマクロな意味においての費用対効果は期待されるものの、

プロジェクト実施に伴う直接の収益性を有さない。

⑥ プロジェクト実施に伴う環境に対する負の影響が殆どない。

⑦ 我が国の無償資金協力のスキームにおいて、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能

である。

４－４　結論

本プロジェクトは、前述の通り多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く

住民の教育ニーズに寄与するものであることから、対象事業の一部に対して、我が国の無

償資金協力を実施することの妥当性は確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持

管理についても、相手国側体制は人員・資金ともに十分で、問題ないと考えられる。かつ、

４－２に示した課題・提言等が改善・実施されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効果

的に実施しうると考えられる。
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１　調査団員氏名、所属

基本設計第１次現地調査団（平成 13年 11月 1日～平成 13年 11月 25日）

１．総括 田和　正裕 国際協力事業団無償資金協力部監理課

２．無償資金協力 田中　紀子 外務省経済協力局無償資金協力課

３．計画管理 松田　徳子 国際協力事業団無償資金協力部業務第一課

４．業務主任／ 横山　　章 株式会社　毛利建築設計事務所

建築計画

５．建築設計 杉浦　　晃 株式会社　毛利建築設計事務所

６．施設・設備計画／ 日野　　勝 株式会社　毛利建築設計事務所

運営維持管理計画

７．施工・調達／積算 金子　治男 株式会社　毛利建築設計事務所

８．構造計画 三好　　修 株式会社　毛利建築設計事務所

９．教育計画／ 小林　哲也 株式会社　毛利建築設計事務所

　　運営維持管理計画

10．ジェンダー／ 東谷あかね 株式会社　毛利建築設計事務所

社会環境

基本設計第 2次現地調査団（平成 13年 12月 17日～平成 13年 12月 25日）

1．建築設計 杉浦　　晃 株式会社　毛利建築設計事務所

基本設計概要説明調査団（平成 14年 2月 14日～平成 14年 2月 22日）

１．総括 海保　誠治 国際協力事業団スリランカ事務所

２．計画管理 松田　徳子 国際協力事業団無償資金協力部業務第一課

３．業務主任／ 横山　　章 株式会社　毛利建築設計事務所

建築計画

４．建築設計 杉浦　　晃 株式会社　毛利建築設計事務所
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２　調査行程

２－１　基本設計第 1次現地調査

官団員
田和、田中、松田

コンサルタント
横山、杉浦、日野、金子、

小林、東谷、三好

1 11月1日 木

2 11月2日 金

3 11月3日 土

4 11月4日 日

5 11月5日 月

6 11月6日 火

7 11月7日 水

マレ発≫コロンボ着 調査継続

9 11月9日 金 在スリランカJICA事務所報告、
在スリランカ大使館報告 団内協議

10 11月10日 土 コロンボ発≫シンガポール≫成田着 教育省施設課打合せ
11 11月11日 日 － 祭日（資料整理）
12 11月12日 月 － 教育省施設課打合せ、第4・5小調査

～ － 同上
22 11月22日 木 － 同上、マレ発≫
23 11月23日 金 － ≫シンガポール着、調査継続
24 11月24日 土 － 調査継続、シンガポール発≫
25 11月25日 日 － ≫成田着

日時

調査内容

成田発≫シンガポール≫
≫コロンボ着
在スリランカJICA事務所表敬、在スリランカ大使館表敬
コロンボ発≫マレ着、（団長：成田≫シンガポール≫マレ着）
JOCVマレ事務所表敬、外務省表敬、教育省建設局表敬
第3小学校視察、第6小学校視察、第5小学校視察、
English Preparatory and Secondary School視察、第2小学校視察
教育省ミニッツ案協議、教育大臣表敬
Maalhos島：小学校視察、JOCV面談
Mahibadhoo島：小学校視察、JOCV面談
外務省・教育省ミニッツ協議

8 11月8日 木 ミニッツ調印、UNICEF表敬、JOCVマレ事務所報告
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２－2　基本設計第 2次現地調査

 

２－3　基本設計概要説明調査

1 12月17日 月
2 12月18日 火
3 12月19日 水
4 12月20日 木
5 12月21日 金
6 12月22日 土
7 12月23日 日

9 12月25日 火 ≫シンガポール≫成田
教育省打ち合わせ、外務省表敬、マレ発≫

日時

調査内容

成田発≫シンガポール≫マレ
ボーリング業者打合せ

コンサルタント
杉浦

教育省表敬、BH-1立ち会い
教育省打合せ、BH-1立ち合い
BH-2立ち合い
BH-3立ち合い
教育省打ち合わせ、BH-4立ち合い

8 12月24日 月

海保 松田

≫マレ着

コロンボ発≫マレ着 教育省施設課打合せ

4 2月17日 日 コロンボ発≫マレ着
5 2月18日 月

7 2月20日 水
マレ発≫コロンボ着

9 2月22日 金
ビリンギリ島調査、マレ発≫
≫シンガポール経由≫成田着

コンサルタント
横山、杉浦

官団員

教育省表敬・打合せ

2月14日 木

3 2月16日 土

日時
調査内容

団内協議

成田発≫シンガポール≫

2 2月15日 金
≫コロンボ着、
JICA事務所表敬、
大使館表敬

1

8 2月21日 木

JOCV事務所表敬、外務省表敬、教育省協議
教育省ミニッツ案協議、教育大臣表敬、補足調査

6 2月19日 火 Fulidhoo島：V.Atoll小学校視察、
Maahushi島：Education　and　Training　Center　for　Children視察
外務省・教育省ミニッツ協議、ミニッツ調印、JOCV事務所報告



３　関係者（面会者）リスト

Ministry of Foreign Affairs
Mr. Ahmed Latheef Director-General of External Resources
Mr. Abdul Hameed Zakaririyya Director, International Affairs
Ms. Aminath Mohamed Didi Director, Department of External Resources
Mr. Aishath Shuweikar Assistant Director,Department of External Resources
Ms. Mshath Aleema Department of External Resources
Mr. Ahmed Rasheed Desk Officer, Department of External Resources

Ministry of Education
Mr. Mohamed Latheef Minister of Education
Mr. Ibrahim Ismail Director General, AM Section
Mr. Hussain Mohamed Director General, School Construction Section
Mr. Mahamood Shougee Chief Educational Supervisor
Mr. Ahmed Hameed Head Master, Education and Training Center for Children
Mr. Ibrahim Shihaam Deputy Director, School Construction Section
Mr. Mohamed Waheed Deputy Director, FB Section
Mr. Mohamed Waheed Assistant Director, E Section
Mr. Mujthaba Hameed Project Coordinator
Mr. Mohamed Yoosuf Civil Engineer, School Construction Section
Mr. Ahmed Shaheed Statistician, E Section

 
Mr. Abdulla Ismail Deputy Principal, Thaajuddeen School
Ms. Fazna Ahmed Senior Assistant Principal, Thaajuddeen School
Ms. Jameela Ali Principal, Ghiyasuddin School
Mr. Abdulla Zameer Principal, Imaduddin School
Mohamed Fahmy Hassan Principal, Kalaafaanu School
Mr. Abdulla Ismail Deputy Principal, Jamalludin School
Mr. Moosa Faiz Head Master, V.Atoll School

Ministry of Planning
Mr. Abdul Yoosuf Planning Officer

Ministry of Construction and Public Works
Mr. Abdul Bari Yoosuf Deputy Director, Engineering
Mr. Abdul Hannan Yoosuf Deputy Director, Architecture
Mr. Ahmed Ashraf Deputy Director
Ms. Fathimath Rasheed Architect
Mr. Ahmed Shahid Quantity Surveyor

Education Development Center
Mr. Abdul Mushin Mohamed Director General 
Ms. Maram Azra Ahmed Curriculum Coordinator

Maldives College for Higher Education
Ms. Mausooma Jaleel Dean, Faculty of Education
Mr. Mohamed Naeem Senior Lecturer

Male' Munisipality
Mr. Ahmed Adhuham Engineer
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Maldives Housing and Urban Development Board
Ms. Aminath Athifa Deputy Director

Maldives Water and Sanitation Autholity
Mr. Shaheedha Adam Ibrahim Director

Male' Water & Sewerage Company Ltd.
Mr. Hussain Hameez Assistant Manager Connections

Dhiraagu
Mr. Hamed Saleem Manager Sales
Mr. Hassan Niyaz Manager Sales

Maldives Electrical Bureau
Mr. Mohamed Majdhee

STELCO
Mr. Mohamed Shakeeb Asst. Electric Engineer GR.1

National Security Service (Fire Department)
Mr. Ali Saleem
Mr. Mohamed Ikleel

UNICEF
Mr. Tom Bergmann-Harris Assistant Representative
Ms. Aishath M. Didi Project Officer

CARE Society
Ms. Fathmath Afiya Founder Member

Fashan
Mr. Mohamed Asin Program Coordinator
Ms. Aminath Shabna Program Assiatant Coordinator

Embassy of Japan in Sri Lanka
Mr. Kazumi Endo 1st Secretary
Ms. Tomoko Noda Third Secretary, Economic Cooperation

JICA Sri Lanka Office
Mr. Seiji Kaiho Resident Representative
Mr. Yasujiro Suzuki Deputy Resident Representative
Mr. Hiroyuki Tanaka Asst. Resident Representative

JICAモルディヴ調整員事務所
Mr. Seiji Komatsu Resident Representative
Mr. Yuko Mizuno Coordinator of JOCV
平野　卓 JOCV（小学校教諭）
春木純子 JOCV（幼稚園教諭）
生越陽子 JOCV（体育）
中里　大 JOCV（バレーボール）
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事業事前評価表

１．協力対象事業名

モルディヴ国　マレ第３小学校改築計画

２．我が国が援助することの必要性・妥当性

（１） モルディヴ国は自然資源に極端に乏しい島嶼国家であり、生活物資、機器類、鉱物
等ほとんどの物資を外国からの輸入に頼らなければならず、経済は慢性的な貿易赤
字を抱えている。国内産業は水産業と観光産業の二極化の構造となっているが、水
産業は近年の水産物の国際価格の下落により、観光産業はモルディヴ航空の経営破
綻と 2001 年の米国同時多発テロ事件後の観光客の激減により、それぞれ外貨獲得
額が低迷している状態にある。

（２） モルディヴ国では政治・経済・教育・文化の機能が首都マレに集中しており、より
よい教育の機会を求めて、毎年地方の島からマレに移住する児童も多い。初等教育
については、一般に公立校の方が質が優れているとされており、また学費も無料で
あるため、特にマレにおける公立校への入学・編入希望者は定員（学校施設のキャ
パシティ）を大幅に上回る状況にある。また「教育マスタープラン（1996-2005）」
の施行に伴い、初等教育の期間が 2年間延長されて 7年間となったため、期間延長
に伴い増加する就学児童を収容するための教室整備が必要であり、教室不足に拍車
がかかっている。現在マレの公立小学校では、二部制授業を採用してできるだけ多
くの児童を収容するとともに、2 年生以上の生徒に対する編入制限を実施している
が、その結果、2 年生以上の児童が地方の島からマレに来た場合、コミュニティ・
スクールあるいは私立学校への就学を余儀なくされている。

（３） モルディヴ国では、1980年代に建設された建築物の多くで主要構造部のクラックや
コンクリートの剥離という構造的欠陥がみられる。これは当時良質な建築資材が不
足していたことに起因しており、協力対象校の既存校舎も同様の問題によりかねて
より崩落の危険性が指摘されてきた。モルディヴ国政府は 1995 年に現状調査を行
い、1997年には修築工事を行ったが、限られた予算の中では十分な修築を行うには
至らず、適正な補強・補修を行っても長期間の継続使用は不適当であると診断され
た。

３．協力対象事業の目的（プロジェクト目標）
マレ第３小学校において安全に使用可能な教室数が拡大するとともに、同校の収容
生徒数が増加する。

４．協力対象事業の内容

（１） 対象地域
マレ島

（２） アウトプット
マレ第３小学校が改築される。（延床面積　5404.43㎡）

（３） インプット
施設の建設
（普通教室（35教室）、理科室、音楽室、視聴覚室、多目的室、図書室、保健室、
管理諸室、体育館）

（４） 総事業費
　　　　概算事業費 5.95億円（日本側 5.59億円、モルディヴ国側 36百万円）



資料-27

（５） スケジュール
詳細設計を含め 16ヶ月を予定。

（６） 実施体制
実施機関：モルディヴ国教育省

５．プロジェクトの成果

（１）プロジェクトにて裨益を受ける対象の範囲および規模
マレ第３小学校に収容可能な生徒数 2,100人（年間）

（２） 事業の目的（プロジェクト目標）を示す成果指標
マレ第３小学校において安全に使用可能な教室数の拡大及び同校の収容生徒数の増加

2001年（実施前） 2004年（実施後）
普通教室数 25教室 35教室
安全な普通教室数 0教室 35教室
収容可能生徒数 1,500人 2,100人

注）収容可能生徒数は、1教室当たりの生徒数 30人、2部制を前提とする。

６．外部要因リスク

（１）教育省により、適正な通学区が設定され、各公立小学校の生徒数が適切に配分される
必要がある。

（２）教育省により、2年生以上の公立小学校への編入制限が速やかに緩和される必要があ
る。

７．今後の評価計画

（１） 事後評価に用いる成果指標
１） マレ第 3小学校の安全な教室数
２） マレ第 3小学校の教室数／マレ島公立小学校の教室数（実施前と実施後）

（２） 評価のタイミング
事業完了時（2004年 3月）を目途に実施予定。



７　参考資料／入手資料リスト

番号 タイトル 形態 ｵﾘｼﾞﾅﾙ／ｺﾋﾟｰ 発行元 発行年

1 Statistical Yearbook Of Maldives 図書 オリジナル／CD-R Ministry of Planning and National Development 2001年

2 Population and Housing Census of Maldives 2000 CD-R CD-R Ministry of Planning and National Development 2000年

3 Support for Under-served Schools - A Strategy Document 冊子 コピー 不明（UNICEFより入手） 2001年

4 The National Syllabus for Primary and Middle School 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

5 English Syllabus Grades Ⅰ-Ⅶ 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

6 Mathematics Syllabus  Grades Ⅰ-Ⅶ 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

7 National Environmental Studies Syllabus Grade 1-5 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

8 Social Studies Syllabus Grade six and seven 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

9 General Science Grades Ⅵ－Ⅶ 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

10 Physical Education Syllabus Grades 1-7 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

11 National Practical Arts Syllabus 1-7 図書 オリジナル Educational Development Centre 不明

12 Educational Statistics 2000 図書 オリジナル Ministry of Education 2000年

13 Educational Master Plan (1996-2005) Part 1-3 図書 オリジナル Ministry of Education 1995年

14 Building Construction Cost Data  59th Annual Edition 図書 オリジナル RS Means 2001年

15 PWD Cost Information Quarterly 図書 オリジナル PWD Consultants Pte Ltd 2001年
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